
中国四国防衛局達第６号

改正 平成３１年４月２６日中国四国防衛局達第１５号

中国四国防衛局の年度業務計画に関する達を次のように

定める。

平成２３年３月３１日

中国四国防衛局長 辰己 昌良

中国四国防衛局の年度業務計画に関する達

（目的）

第１条 この達は、中国四国防衛局における年度業務計画

の作成に関して、必要な事項を定めるものとする。

（年度業務計画の作成）

第２条 年度業務計画は、年度方針及び実施計画をもって

構成し、各年度の開始前までに作成するものとする。

（年度方針の作成）

第３条 局長は、計画の対象とする年度の前年度の１月末

日までに年度方針を作成するものとする。

（実施計画の作成）

第４条 各部長、防衛補佐官、会計監査官及び各防衛事務



所長（以下「各部長等」という。）は、前条の年度方針

に基づいて、関係する他の部、課、課に置かれる室、労

務対策官、報道官又は地方防衛事務所（以下「部課等」

という。）と協議の上、別記様式第１により実施計画を

作成し、局長の承認を得るものとする。

（実施計画の実施）

第５条 各部長等は、実施計画に対する業務の進行の度合

及び業務の実施に重大な影響を与える事項等に配慮して

、計画とその実施を調整し、実施計画の円滑な実施を図

るものとする。

（実施計画の変更）

第６条 各部長等は、実施計画を変更する必要があると認

める場合には、必要に応じ関係する他の部課等と協議の

上、変更実施計画を作成し、局長の承認を得るものとす

る。

（実施計画の分析検討、評価の実施）

第７条 各部長等は、実施計画に基づく実施結果について

、目標の達成状況等を確認し、その確認結果を分析した



上、客観的かつ厳格な評価を行い、別記様式第２により

速やかに局長に報告するものとする。

２ 局長は、前項により報告された評価結果等について客

観的かつ厳格な評価を行う。

（評価の方法）

第８条 年度業務計画に関する評価は、業務改善に関する

ガイドラインについて（通達）（防官企第３４７２号。

２２．３．２５）の定めるところによる。

（改善の実施、普及）

第９条 局長は、第７条第２項の規定により得られた評価

結果に基づき、その改善について必要な措置を講じるも

のとし、併せてその旨を各部長等に周知する。

２ 各部長等は、前項の規定により講じられた措置につい

て、翌年度以降の実施計画の作成に反映させるものとす

る。

（検証）

第１０条 局長は、ＰＤＣＡサイクルによる業務改善に対

する定期的な検証を行う。



２ 業務改善に対する検証は、中国四国防衛局における行

政考査に関する達（平成１９年中国四国防衛局達第３７

号）の定めるところによる。

（委任規定）

第１１条 この達の実施に関し必要な事項は、総務部長が

定めるものとする。

附 則

この達は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則（平成３１年４月２６日中国四国防衛局達第１５

号）

この達は、平成３１年５月１日から施行する。



別記様式第１（第４条関係）

番 年度方針に基づく 実 施 要 領
計 画 件 名 担当課係 根拠法令 備 考

号 １／四 ２／四 ３／四 ４／四 達成すべき目標

注：１ 達成すべき目標欄は（１）達成すべき目標、（２）目標を達成するための取組事項を記入。
２ 複数年計画のものは当該年度の位置付けを備考欄に記入。



別記様式第２（第７条関係）

番号 計画件名 実施期間 令和 年 月 日～令和 年 月 日

実 施 結 果 の 概 要

１ 実施方法

２ 目標の達成状況

３ 確認結果の分析

４ 評価（必要性、効率性、有効性）

５ 次年度以降への反映

６ その他


